
中間まとめへの意見(4)
◆はじめに【２頁】
権利主体や電子書籍の定義についての議論が長らく行われてきたにもかかわらず、この中間まとめにおける定義が理解に欠けるまま安易に書かれてしまっていることは問題があると考えます。

２頁には、電子化されたコンテンツを電子書籍と呼び、電子書籍を配信することを電子出版と呼んでいます。この定義のままだと「電子書籍を配信する者」が権利主体となり、出版行為の中の一部でしかない流通（配信）を行うだけの者が権利者となってしまう恐れがあります。
現行の出版者は「自ら出版することを予定し、かつその能力を有する者」と理解されています（中間まとめ１９頁にも記載があります）。紙の出版物であれ、電子書籍であれ、読者による読み方に違いがあるだけで、出版行為そのものは同じものです。すなわち、企画・編集・制作・流通そのすべてを合わせて出版と呼ぶのであり、流通を行うだけの場合は当然ながら出版にはなりません。

「電子書籍に対応した出版権の整備について」というまとめを最終的にするにもかかわらず、上記のような理解からスタートしていることに非常に危惧を覚えます。
出版者とは何なのか、出版行為とは何なのか、についてぜひ丁寧に議論を積み重ねていただきたいと考えます。
◆第４章　第２節２（１）【１９頁～２０頁】
まず、ほかの意見は簡単に並べておきながら、「現行の出版権を有している出版者に主体を限るべき」という少数意見をわざわざ別段落で挙げている点に疑問があります。既得権益や参入障壁という反対しやすい構造を持ち出しているのだと思われますが、そもそも現在4,000社を超える多数の出版社が存在していることだけ考えても、出版業がいかに資金的にも設備的にも参入しやすいかはわかるかと思います。
次に、「著作物を電子書籍として電子出版することを引き受ける者であれば権利の主体となれる」という記載にも疑問があります。２頁では電子化されたコンテンツを電子書籍と呼び、電子書籍を配信することを電子出版と呼んでいますが、これをそのまま上記の記載に当てはめると「電子書籍を配信する者が権利の主体となれる」と解釈されてしまう恐れがあります。１９頁にもある通り、現行の出版者、すなわち権利主体となるべき者は「自ら出版することを予定し、かつその能力を有する者」と理解されています。これは電子書籍でも同様であるべきです。逆に言えば、自ら出版することを予定し、かつその能力を有していれば誰でも権利者となれる制度であるということです。

中間まとめ全体に言えることですが、制度により権利と義務を持つことになる出版者に対する理解の足りなさを感じます。

◆第４章　第２節２（２）【２０頁～２２頁】
　現行の出版権と中間まとめの「電子書籍に対応した出版権」について、一体的設定がデフォルトルールとるような制度設計を強く希望します。

まず、紙の書籍も電子書籍も企画、編集、制作の大部分まで同じ工程で作られるものであり、違いが生じるのはアウトプットの仕方、すなわち読者の読み方の部分だけです。市場は基本的に一つであり、紙の書籍と電子書籍は相互に影響を受ける関係にあります。権利の専有という形でこの市場における独占的地位を得るという制度が出版権なのですから（だからこそ様々な義務も生じます）、紙の書籍と電子書籍を分けて考えるというのは制度的矛盾を生じかねないという危惧があります。

現在電子書籍のほとんどが紙の書籍と同一工程で作られ、同一の出版社から発行されているという現状から考えても、また、同一出版者が紙と電子両方の権利者であることが常態化することによる海賊版対策への有効性を考えても、一体的設計のほうが有効活用されると考えます。
なお、この意見は「電子書籍を発行するかしないかわからないのに電子書籍に関する権利を最初から与えてほしい」という趣旨でなければ「著者の意に反して電子書籍を発行する権利がほしい」という趣旨でもありません。契約は自由であり、著作権者と出版者が事情に応じてさまざまな契約形態があるべきです。

現状になじみ、また海賊版対策等で将来的な展望があるような制度設計をデフォルトとしてほしいという趣旨になります。
◆第4章　第３節３②【２６頁～２９頁】
インターネット上に氾濫するデジタル海賊版に関する対策という観点からいえば、中間まとめの方向性はあまり有効なものであるとはいえません。改めて、海賊版対策が進むような制度設計が行われることを強く要望します。
まず、中間まとめにある電子書籍に対応した出版権を単に導入しただけの場合、デジタル海賊版に対しての権利行使ができるのは電子書籍の出版権者だけです。しかし、通常の出版ビジネスにおいて電子書籍の出版権者となるタイミングは、単行本化された著作物の電子書籍配信ための出版権設定を受けた時点であり、それ以前に発生してしまう雑誌のデッドコピー等の海賊版に対してはなんら対応することができません。

この点、中間まとめでは、存続期間の短い設定契約を結ぶ、もしくは債権的合意により出版態様を雑誌に限定することが具体的方策として示されています。仮に、この具体策を実行に移すとすると、紙の雑誌の出版時に紙も電子も合わせた出版権設定の合意をする必要があります。しかし、これは二重の意味で現在の慣行と契約実務からかけ離れています。雑誌に関する出版権設定が理論的に本当に可能なのかという論点は置くとしても、まず、現在紙の雑誌発行時に出版権設定契約書を締結するという実務は行っておりません。また、仮に著作権者と出版者の努力により期間や態様を限定した出版権設定契約ができたとしても、まだ雑誌の電子配信がそれほど進んでいない中、雑誌のデジタル海賊版対策のためだけに雑誌の電子書籍に対応した出版権設定を受けなくてはならなくなります。これはどう考えても不自然な契約ルールと言わざるを得ません。

海賊版対策の効果促進を図るために、慣行を壊し手間ばかりが過度に発生するような契約努力をしなければならないのは不毛であり、結局出版界の衰退を招くだけです。

出版物の海賊版は著作権者の損害だけではなく、当然に出版者の損害でもあります。こういった海賊版に対して事業者である出版社が自ら効果的な対策が行えるような制度設計を改めて要望します。

なお、中間まとめでは否定的な意見だけが書かれていたみなし侵害規定ですが、委員会では肯定的な意見もかなりあったはずです。重要なのはできるだけ多くの出版物に関してデジタル海賊版対策が十全に行えることです。その目的を満たせる可能性のある制度については議論を打ち切ることなくさらにご検討いただきたいと思います。
◆第４章第４節【２９頁～３０頁】
小委員会ではあまり議論がされていないにも関わらず、また賛否に関する意見のとりまとめもないまま、中間まとめでは出版権の再許諾について認めるべきという方向性が記されています。しかし、これは権利の専有による市場における独占的地位の付与及びそれにともなう義務の明確化というそもそもの出版権の目的に矛盾するものであり、著作権者も出版者も特に要望していないものです。

出版者が制作した電子書籍の配信行為を電子書店に行ってもらうときに必要となるのは、あくまでも配信行為についてのみの許諾であり、出版権の許諾ではありません。この配信行為の許諾のためには、現行法８０条３項が任意規定であることが確認されたうえで、契約の段階で「電子書籍の配信に関する再許諾を認める」という合意形成があれば足ります。

なお、出版権の再許諾ということになれば著作権者の関与が必要になるのは当然ですが、単に電子書籍の配信に関する再許諾につい電子書籍における配信の再許諾は、電子書籍の配信に係る再許諾については出版権者が当然に行える必要があります。これは、紙の出版物で言えば、どの書店に本を出荷するのか、という問題と同種のものだからです。単なる配信の再許諾について著作権者の関与を認めることが必要な制度となると、新しい電子書店に配信許諾をする際には、その都度著作権者の承諾を得なければならないことになります。これはこれまで積み重ねてきた電子書籍ビジネス慣行を逆行させるものであり、電子書籍の流通を大きく阻害することになります。
以上


